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　 本文は p.24 へ
ナノテクノロジーの
社会受容に関する取り組み
　ナノテクノロジーは社会に多大な恩恵をもたらすエマージングテクノロジーとして期
待される反面、健康・環境へのリスクなど、社会的影響に対する懸念も少なくない。現
時点でリスクが顕在化したという勧告はないが、遺伝子組み換え作物の前例のように、
その潜在的リスクが研究開発関係者、リスクの専門家のみならず、市民の一部にも意識
されている。そのような背景で、ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組みには、
かつてのエマージングテクノロジーにはなかったような、研究開発側の積極的な参加が
認められる。
　ナノテクノロジーの社会的影響に関する課題は環境・健康・安全関連の課題と倫理・法・
社会関連の課題の二つに大別される。至近の最重要課題はナノマテリアルの健康・環境
リスク評価管理である。ナノマテリアルは一般に、代表寸法（粒径、断面径、膜厚など）
が 100nm 以下の工業生産された材料である。そのリスクを被る対象として、労働者（研
究者を含む）、消費者、環境の 3 つが挙げられる。中でも被ばくする可能性が最も高いの
は労働者であり、現在実施されているプロジェクトのほとんどが彼らの安全衛生を目的
としている。ナノマテリアルの管理においては、従来の化学物質管理と同様、ハザード（有
害性）ではなくリスクを管理する、ということが世界的に大前提となっている。ハザード
が大きい場合でも曝露を低減するように管理すればリスクを小さくできる、という考え
方である。現状ではリスク評価を行うための十分なデータが蓄積されておらず、規制な
どが確立されるまでの間は、現実的な安全衛生対策の中で最善のものを行う、ベストプ
ラクティスの実行が求められる。
　ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組みは米国で始まり、欧州、日本がそれに
続いている。リスク評価に関する国際協力の重要性も認識され、既存の国際機関の中で
議論が進められている。
　米国科学財団の Roco 氏は、将来のナノテクノロジーの潜在的リスクに関して、ナノ
テクノロジーを 4 つの世代に分け、おのおのに対応するリスクの状況を示した。第１世
代（2000 年以降）に対応するリスクには、不可避的に生体内、環境内に取り込まれるナノ
マテリアルのリスクが含まれ、評価管理体系は既存の化学物質評価管理体系をベースに
して構築が進められている。しかし第 2 世代以降（2005 年以降）のナノテクノロジーに
対応するリスクについては、リスク評価管理に関する議論が始まったばかりである。倫理・
法・社会関連の課題に関しては、人文社会科学者らによって実施されている、テクノロ
ジー・アセスメント、市民パネルなどを通して、課題が抽出・整理される段階にとどまっ
ている。
　日本では現在、ナノマテリアルリスク評価研究プロジェクトが精力的に推進されてい
る。しかし、2006 年度の科学技術振興調整費プロジェクトの終了以来、産学官および
NGO の間のコミュニケーションが核を失い、分散しつつあるようにも見える。このよう
な状況を改善するためには、第一に、ナノテクノロジーの社会受容に関する諸活動を持
続的に支援する拠点を確立すること、第二に、多様な国際討論に包括的戦略を持って臨
むことが必要であると考えられる。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2008年 3月号
24
　21 世紀の始まりとともに、ナ
ノテクノロジーは社会に多大な恩
恵をもたらすエマージングテクノ
ロジーとして期待され、日米欧を
はじめ、世界各国において科学技
術政策の重点分野として位置づけ
られた。その反面、ナノテクノロ
ジーの健康・環境リスクなど、い
わゆるナノテクノロジーの社会的
影響に対する懸念も少なくない。
今やナノテクノロジーを科学技術
政策の重点分野とする国のほとん
どにおいて、ナノテクノロジーの
社会受容は国家プログラムの重要
課題として位置づけられている。
　ナノテクノロジーの社会的影響
に関する課題は環境・健康・安
全（Environmental, Health and 
Safety，EHS）関 連 の 課 題 と 倫
理・法・社会関連の課題（Ethical, 
Legal  and Societal  Issues，
ELSI）との二つに大別される（倫
理・法・社会関連の課題では「社会」
は社会的影響に比べて狭義に用い
られている）。環境・健康・安全
関連の至近の最重要課題はナノマ
テリアルの健康・環境リスク評価
管理である。一方倫理・法・社会
関連の課題については現在、テク
ノロジー・アセスメント、市民パ
ネルなどが人文社会科学研究者ら
によって行われ、それらを通して
課題が抽出・整理される段階にあ
る。
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する取り組みは、現在はそれら
が受け入れられていないという前
提では決してない。現時点におい
てはナノテクノロジー・リスクの
顕在化の指摘もない。そもそも期
待されるナノテクノロジーの多く
がまだ研究開発段階にある。した
がって社会受容に関する取り組み
は、将来の社会にとっての利益を
より大きくし、一方でリスクをよ
り小さくし、またリスク不安を適
切に抑えるべく進められている。
したがって、一方的にリスクが取
り扱われるべきではない、という
のが関係者に共通した認識であ
る。実際にはリスクが議論される
面は多いが、それでも従来の新技
術開発ではほとんど見られなかっ
たであろう、研究開発側の強い関
心、さらにはリスク評価管理側と
の協力の姿勢が認められる。
　なお、科学技術に関して「社会
受容」という言葉は、「社会に適切
に受け入れられること」という「価
値」を含む場合と、単に「社会への
受け入れられ方」という「状態」を
指す場合がある。前者の例として、
2005 年度科学技術振興調整費「ナ
ノテクノロジーの社会受容促進の
ための調査研究」が代表的であり、
本稿もそれに倣った。しかし後者
の場合も決して少なくない。特に
英語では social acceptance また
は public acceptance となり、後
者に該当する場合の方が多いので
十分留意すべきである。
　ナノテクノロジー・リスクがこ
のように意識されるようになった
背景の一つに、遺伝子組み換え作
物の前例がある。研究開発として
は成功し、何のリスクも確認され
ていなかったにも係わらず、遺伝
子組み換えからイメージされるリ
スク不安の大きさのために、世界
の市場に受け入れられなかった。
この前例は米欧先進諸国にとって
大きな教訓となり、ナノテクノロ
ジーの社会受容に関する取り組
みが米国において 2000 年に起こ
り、欧州がそれに続いた。
　一方、日本の場合には、遺伝子
組み換え作物の前例の影響はほ
とんどなく、2004 年 6 月に米国
ワシントン D.C. 郊外で開催され
た「第 1 回責任あるナノテクノロ
ジー研究開発に関する国際対話」
に参加するまで、日本では本格的
な議論は行われなかった。ただし
それまで決して無関心だったわけ
ではなく、例えば欧米の動向調査
は随時行われていた。その効果も
あって、2004 年 8 月に（独）産業
技術総合研究所主催の討論会「ナ
ノテクノロジーと社会」が開催さ
れた後、比較的短期間のうちにナ
ノマテリアルリスク評価研究プロ
ジェクトが立ち上げられた。
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至近の最重要課題：
ナノマテリアルの健康・
環境リスク評価管理
　ナノマテリアルは、一般に代表
寸法（粒径、断面径、膜厚など）
が 100nm 以下の粒子、繊維、膜
などで、いずれも工場（実験室を
含む）で生産された材料である 1)。
特に粒子の場合は工業用ナノ粒子
と呼ばれることも多いが、リスク
評価を議論する場合にはナノマテ
リアルと実質的に同義に使われる
と言ってよい。なお「マテリアル」、
「工業用」には、ディーゼル排ガス
粒子のように「非意図的に」生成す
るナノ粒子と区別する意図も含ま
れている。
　現時点におけるナノマテリアル
のリスクは潜在的ではあるが、ア
スベスト、ディーゼル排ガス粒子
の事例などを鑑みて、重要視され
ている。ナノマテリアルは同じ化
学式を持つバルクの物質とは異な
る特性を持つと認識され、特にバ
ルクよりも大きな健康・環境影響
を及ぼすと考えられている。その
主な理由として、ナノマテリアル
化することにより、同一重量のバ
ルク物質と比べて、個数と表面積
が膨大になることが挙げられる。
ナノマテリアル化により、その特
性がより露出し、また異物質の吸
着が起こりやすくなり、その影響
が現れる可能性も高くなる。この
他に、ナノマテリアル化により特
性そのものが変化する可能性も指
摘されている。
　ナノマテリアルのリスクを被る
対象として、労働者（研究者を含
　本稿では、まずナノマテリアル
の健康・環境リスクを中心に、ナ
ノテクノロジーの社会的影響に関
する議論について述べ、次にその
社会受容に関する日米欧の取り組
みおよび国際協力について紹介す
る。最後に、今後の日本の取り組
みに必要とされる点を抽出する。
む）、消費者、環境の 3 つが挙げ
られる（図表 1）2)。現時点ではナ
ノマテリアルの生産量は相対的に
少なく、それが空中に浮遊する環
境は工場、実験室に限られると
言ってよい。したがって被ばくす
る可能性が最も高いのは労働者で
ある。実際に、現在実施されてい
るプロジェクトのほとんどが彼ら
の安全衛生を目的としている。こ
れに対して消費者の場合は、医薬
品、化粧品、食品など、環境の場
合は環境浄化剤、農薬、廃棄物な
どに含まれるナノマテリアルがリ
スクの源となる。消費者に関して
は特に、ナノマテリアルを使用す
る化粧品、日焼け止めがリスク評
価管理の対象として関心を集め始
めている。一方、環境に関しては、
まだナノマテリアルの生産量が少
ないことから、その影響評価の優
先度は低いと見なされている。
　ナノマテリアルが生体に及ぼす
悪影響、すなわちハザード（有害
性）として主に検討すべき影響は
次のとおりである 3）。
　・免疫反応に及ぼす影響
　・発がん性
　・神経系に及ぼす影響
　・消化系に及ぼす影響
　・生殖機能に及ぼす影響
　ハザード評価の際、体内動態、
すなわちナノマテリアルがどうい
う経路を経てどこに到達するか、
さらにそこにいかにして留まるか
分解されるか、あるいは排泄され
るかを把握することが極めて重要
である。例えば労働環境において
は、ナノマテリアルの生体内への
取り込みの最初の段階として、吸
入と皮膚接触が検討される。吸入
の場合、気管、肺に至るまでに沈
着する可能性、さらに血管を経由
して各種臓器に行き渡る可能性、
リンパ節に移行する可能性、消化
系から血中に移行する可能性、嗅
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図表 1　ナノマテリアルのリスク評価管理の対象
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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球などから神経系に移行する可能
性、などが指摘されている。一方、
皮膚接触の場合は、角質層を透過
して体内に入る可能性が指摘され
ている。体内動態を把握しつつ、
対象と考えられる臓器に及ぼすナ
ノマテリアルの影響を調べること
が肝要である。実際にはナノマテ
リアルが到達し得ない部位に人為
的に投与する実験は適切とは言え
ない。逆に、ナノマテリアルがあ
る部位に到達しても、そこで何の
悪影響を及ぼさない場合もある。
存在するだけで悪いと決めつける
ことも誤りである。
　ナノマテリアルの管理において
は、従来の化学物質管理と同様、
ハザードではなくリスクを管理す
る、ということが世界各国の取り
組みで大前提となっている。リス
クは物質に固有なハザードと、曝
露（被ばくする確率）のかけ算（リ
スク＝ハザード×曝露）で定量化
される。つまり、ハザードが大き
い場合でも曝露を低減するように
管理すればリスクを小さくでき
る、という考え方である。リスク
管理は規制あるいはガイドライン
などに基づいて行われ、リスク評
価研究はそれを作成するために必
要な知見を揃えるために行われる。
　リスク管理を適切に行うために
は、リスクの定量的評価が必要で
ある。したがってハザード、曝露
も定量的に評価する必要がある。
いずれについても、ナノマテリア
ルのための評価方法はまだ確立さ
れておらず、その確立とデータ蓄
積を並行して行おうとしているの
が現状である。工業用ナノ粒子の
ハザードおよび曝露の評価方法に
必要な代表的技術課題として以下
の（1）～（4）が挙げられる 3)。
（1）試験物質の確立
　標準試験物質の確立は過去数年
間にわたって緊急の課題と位置づ
けられてきた。かつてナノマテリ
アルの不純物、表面状態など、性
状のバラつきは大きく、同一製造
者によるナノマテリアルですら
バッチごとに性状が変わるという
のが実状であった。現在は製造プ
ロセスの進歩により、カーボンナ
ノチューブなどの代表的ナノマテ
リアルの場合、合成方法が同じで
あればその性状のバラつきは生体
影響評価を行う上で十分に小さい
と言える。しかし合成方法が異な
れば、化学式は同一であってもそ
の性状は大きく異なる。したがっ
て、それらを用いた生体影響評価
試験において、同一物質を扱った
つもりでも相反する結論が導かれ
ることは珍しくない。
　また、これまでに行われた研究
の多くは、同じ重量ならば粒径が
小さいナノ粒子ほど大きいハザー
ドを示す傾向を示している。アス
ペクト（縦横）比もアスベストの事
例から重要視されている。しかし
用量反応関係が個数、表面積、あ
るいはその他の幾何学因子のいず
れで整理されるかは、まだ十分に
把握されていない。評価項目に
よって支配因子が異なる可能性も
十分にある。したがって製造にお
ける形状制御範囲が大きいことも
標準試験物質に求められる条件の
一つである。上記をふまえて、標
準試験物質の選択または製造技術
開発を行う必要がある。
（2）生体投与方法の確立
　労働環境においては、ナノマテ
リアルが呼吸器系から生体内へ取
り込まれる場合が最も重大視され
ている。動物実験の場合、全身曝
露試験、すなわちチャンバーにナ
ノマテリアルを含む空気を流し、
その中に動物を置く試験が最も実
環境に近い投与方法である。この
実験はナノマテリアルの気中分散
に高度な技術を要する。標準化さ
れた試験装置が無いため、機差に
よる試験結果のばらつきが予想さ
れる。一方、より簡易かつ普及し
ている投与方法として、ナノマテ
リアルを水中に分散し、それを注
射器で動物の気管内に投与する方
法がある。この場合の課題として、
ナノマテリアルの水中分散技術の
向上が挙げられる。水中でのナノ
マテリアルの凝集を抑えるために
分散剤（界面活性剤）が使用される
ことが多いが、分散自体が生体に
及ぼす可能性が指摘されている。
　もう一つ検討されるべきルート
が皮膚からの取り込みであり、こ
れは塗布試験によって評価されて
いる。かつては、ナノマテリアル
は角質層を透過しない、と報告さ
れたが、これは限られた試験条件
での結論であった。その後、長期
試験、傷んだ皮膚を用いた試験な
ども必要であると指摘されてい
る。また毛穴から侵入する可能性
もある。なお消化器系から取り込
まれる可能性もあるが、現時点で
は呼吸器系や皮膚に比べると可能
性は小さいと考えられている。た
だし十分な実証データが得られて
いるわけではない。
（3）体内動態解析技術の確立
　呼吸器系からのナノマテリアル
の取り込みにおいて、気道および
肺胞に沈着したナノマテリアルは
まだ比較的追跡しやすいが、血中
に移行した場合、その後の動態、
さらに最終的に排泄されるか体内
に残留・蓄積するかを把握するこ
とは極めて重要であるが非常に困
難である。体内動態解析技術とし
て高感度な分析技術、生体反応に
影響を及ぼさないマーカーなどの
開発が期待される。またリンパ節、
神経軸索を経由する可能性も指摘
されており、それらを調べる技術
を確立する必要もある。
（4）曝露計測
　どのくらいの量のナノマテリア
ルがどのような過程を経て人体に
取り込まれるか、曝露シナリオを
構築するためには、労働環境にお
けるナノ粒子計測が不可欠であ
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る。ナノマテリアルはミクロン
オーダーで凝集しやすい。しかし
ナノサイズのまま存在する粒子の
確率がゼロと言い切ることはでき
ない。さらに生産量の増加、用途
の拡大に伴い、ナノマテリアルの
工場生産から貯蔵、運搬、使用、
廃棄に至るまで、ライフサイクル
を通しての曝露を検討する必要性
が生じてくる。その際に、大気、
河川、土壌などにおけるナノ粒子
の動態解析技術も開発課題となる。
　現状ではナノマテリアルのリス
ク評価を行うための十分な科学的
データはまだ蓄積されていない。
ナノマテリアルの生産量は従来使
用されている化学物質と比較して
少ないとはいえ、規制、ガイドラ
インなどが確立されるまでの間に
も、生産量は増加し続けている。
これに対して、現実的な安全衛生
対策の中で最善と考えられるもの
を行う、すなわちベストプラク
ティスの実行が求められる。
２‐２
将来のナノテクノロジーの
潜在的リスク
　2000 年の米国の国家ナノテクノ
ロジー戦略(National Nanotechnology 
Initiative: NNI) 開 始 当 初 か ら、
研究開発のみならず社会的影響に
関しても主導的役割を果たし続
けてきた米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF) の
Roco 氏はナノテクノロジーを 4
つの世代に分け、おのおのの特徴
を示した。さらに Roco 氏は各世
代のナノテクノロジーの潜在的リ
スクについて、IRGC (International 
Risk Governance Council) と
共 同 で 著 し た White Paper on 
Nanotechnology Risk Governance
の中で、その状況を整理した（図表
2）4)。各世代のナノテクノロジー
の特徴は次のとおりである。
(1) 第 1 世代：受動的ナノ構造
（2000 年には実用化段階に
入っていた）
　エアロゾル、コロイド、コーティ
ング、ナノ粒子強化複合材料など、
ナノマテリアルは比較的単純な形
態をもつナノ構造を有し、気体、
液体、固体の中に分散して使用さ
れるように開発された。
(2) 第 2 世代：能動的ナノ構造
（およそ 2005 年以降には実
用化段階に入ったと見なさ
れる）
　ナノ DDS（ドラッグ・デリバ
リー・システム）、バイオデバイ
ス、３次元構造素子、NEMS （ナ
ノ - エレクトロ - メカニカル・シ
ステム）など、ナノ構造の物理的・
化学的特徴が第 1 の世代に比べ
て格段に複雑さを増し、かつ作用
も制御範囲内で時々刻々と変化す
る（現在推進されている研究開発
の多くがここに属すると見なされ
る）。またエレクトロニクス分野
では CMOS（複合金属酸化物半
導体）が性能限界に達し、さらに
カーボンナノチューブ半導体など
のポスト CMOS（ただし電荷ベー
スのまま）への移行も考えられる
時期であり、ナノテクノロジーが
このような移行に大きく寄与する
と期待される。
(3) 第 3 世代：系統的ナノシス
テム（およそ 2010 年以降に
実用化が始まると予想され
る）
　ナノ構造が３次元方向に組織化
しつつ拡大し、機能を果たすよう
になる。またエレクトロニクス分
野では電荷ベースから、電子スピ
ン、核スピンなどを用いたデバイ
スの登場も考えられる。
(4) 第 4世代：分子ナノシステム
（およそ 2015/2020 年以降
に実用化が始まると予想さ
れる）
　分子レベルからナノ構造システ
ムを設計し、製造する。また期待
される機能として、人間と機械の
インターフェイスがあり、例えば
人工の感覚器官と神経を高度に接
続するものである。
　Roco 氏らはナノテクノロジー
のリスクおよびその評価管理に関
して、第 1 世代と第 2 世代以降
の間に大きな差異があることか
ら，第 1 世代に対応するリスクを
フレーム 1，第 2 世代以降に対応
するリスクをフレーム 2 と呼んで
大別した。第 1 世代のリスクに
は、不可避的に生体内、環境内に
取り込まれるナノマテリアルのリ
スクが含まれる。ここでは、潜在
的リスクが何であるかを概ね把握
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図表 2　ナノテクノロジーの世代とリスクの状況
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でき，さらにその評価管理体系も、
ナノスケールを扱うことに伴う技
術的課題はあるものの、既存の化
学物質評価管理体系をベースにし
て構築が進められてきた。しかし
第２世代以降については、リスク
評価管理に関する議論が始まった
ばかりである。
　例えば、第 2 世代のナノマテリ
アルは生体内または環境内に積極
的に取り込まれる点で、第 1 世代
とは大きく異なる。
２‐３
ナノテクノロジーの倫理・
法・社会関連の課題
　ナノテクノロジーの倫理・法・
社会関連の課題に関しては、テク
ノロジー・アセスメント、市民パ
ネルなどが、人文社会科学者らに
よって実施されている。しかしま
だ具体的課題が十分に抽出・整理
されていない。その大きな理由と
して、①注目すべきナノテクノロ
ジーの多くが研究開発段階にあ
り、実感できないこと、②学際的
であり、広範囲であること、③実
用化されたときには既存産業の製
品・技術の一部として取り込まれ、
ナノテクノロジー固有の効果が見
えにくいこと、などが挙げられる。
取り組みの多くは研究開発担当者
の話の中から課題を抽出・整理す
る段階にある。
3  ナノテクノロジーの社会受容に関する日米欧の取り組みおよび国際協力●
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する取り組みは米国が最も進ん
でおり、欧州、日本がそれに続く。
以下、日米欧のおのおのの代表的
な取り組みおよび国際協力の現状
について述べる。
３‐１
米国
　米国政府は 2000 年の国家ナノ
テクノロジー戦略（NNI）の開始時
点で社会、倫理、法整備を重要課
題として掲げた 5)。基本的には図
表 3 のとおり、既存の政府機関が
従来の対象をそのまま担当してい
る 6)。また米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF)、 米
国エネルギー省 (Department of 
Energy: DOE)、 米 国 国 防 総 省
(Department of Defense: DOD)
は大学研究センターを支援してい
る。環境・健康・安全 (EHS) 関
連への投資額および国家ナノテク
ノロジー戦略全体に占める割合を
図表 4 に示す 7)。
　ナノテクノロジーの環境・健
康・安全関連分野においては、米
国 環 境 保 護 庁 (Environmental 
Protection Agency: EPA) と
米 国 国 立 労 働 安 全 衛 生 研 究 所
( N a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r
O c c u p a t i o n a l  S a f e t y  a n d 
Health: NIOSH) の取り組みが早
くから活発であった。米国環境保
護庁はナノマテリアルリスク評価
管理を化学物質総合管理に係わる
既存の体系、例えば TSCA (Toxic 
Substance Control Act) を 基 礎
に進めることを表明し、2005 年
12 月にナノテクノロジー白書を
発表した 8)。また米国環境保護庁
は民間企業、NGO によるナノマテ
リアル安全性評価管理プログラム
の支援、大学の健康・環境影響に関
する研究の財政支援も行っている。
　一方米国国立労働安全衛生研究
所は規制機関ではなく研究機関で
あり、そのミッションは安全な労
働環境をつくりあげていくために
必要な情報を整えることである。 
彼らはナノテクノロジーから生
じる労働安全および健康に関す
る 10 の重要課題の解決のための
スケジュールを示した )。実際に
は彼らはカーボンナノチューブを
中心に、ナノ粒子の発生から捕集
方法に至るまで、総合的な研究を
行っている。
　個々の機関のプログラムに加え
て、省庁連携プログラムとして、
NTP (Nat ional  Toxicology 
Program)、NEHI (Interagency
Working Group on Nanotechnology
Environmental  and Health 
Implications) などがある。NTP
はカーボンナノチューブ、量子
ドット、二酸化チタン、フラー
レンのリスク評価を目的とし、
NEHI はナノテクノロジー産業化
・ 労働環境 ： 米国労働安全衛生局
(Occupational Safety and Health Administration: OSHA)
米国国立労働安全衛生研究所
(National Institute for Occupational Safety & Health: NIOSH)
・ 医薬品 ： 米国食品医薬品局
(Food and Drug Administration: FDA)
・ 食品 ： 米国食品医薬品局 , 米国農務省
(US Department of Agriculture: USDA)
・ 消費財 ： 米国消費者製品安全委員会
(Consumer Product Safety Commission: CPSC)
・ 環境 ： 米国環境保護庁
(Environmental Protection Agency: EPA)
・ 標準化 ： 米国国立標準技術研究所
(National Institute of Standard and Technology: NIST)
図表 3　ナノテクノロジーの健康・環境影響に関する米国政府機関の担当
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ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み
に対して、既存の規制等またはそ
の延長の適用が適切か否かを評価
することを目的とする。
　 公 的 機 関 以 外 で は、WWICS 
(Woodrow Wilson International 
Center for Scholars) と ICON 
( In t e rna t i ona l  Counc i l  on 
Nanotechnology) が 活 発 に 取
り 組 ん で い る。WWICS は 世 界
のナノテクノロジーの環境・健
康・ 安 全 関 連 の 公 的 研 究 プ ロ
ジェクトのデータベースを構築
し て い る 10)。 一 方 ICON は ラ
イ ス 大 学 の CBEN (Center for 
Biological and Environmental 
Nanotechnology) の主導により
設立された、産・学・官・NGO
からなる国際的組織である 11)。
彼らはナノテクノロジーの環境・
健康・安全関連の課題に国際協力
をもって取り組むことをミッショ
ンとする。特に健康・環境・安全
に関する知識データベース (EHS 
Database) がよく知られている。
データベースには 1300 件を超え
る文献が登録されており、公開さ
れている。
　一方、倫理・法・社会関連の課
題に関しては、米国科学財団が
ナノテクノロジーと社会に関す
る中核拠点として CNS (Center 
for Nanotechnology in Society)
を公募し、アリゾナ州立大学の
CNS-ASU とカリフォルニア大学
NSF DOD DOE NIH NIST EPA CSREES NIOSH TOTAL
  2006 年度
  実績 21.0 1.0 0.5 5.2 2.4 3.7 0.1 3.8 37.7
  2007 年度
  見込 25.7 1.0 0.0 4.6 1.8 8.0 0.1 4.6 45.8
  2008 年度
  要求 28.8 1.0 3.0 5.7 5.8 9.6 0.1 4.6 58.6
EHS Total NNI Total EHS/NNI
  2006 年度
  実績 37.7 1351.2 2.8%
  2007 年度
  見込 45.8 1392.1 3.3%
  2008 年度
  要求 58.6 1444.8 4.1%
図表 4　米国の国家ナノテクノロジー戦略（NNI）における環境・健康・安全 (EHS) 関連への投資額
NSF:
DOD:
DOE:
NIH:
NIST:
EPA:
CSREES:
NIOSH:
National Science Foundation
Department of Defense
Department of Energy
National Institute of Health
National Institute of Standard and Technology
Environmental Protection Agence
Cooperative State Research, Education, and Extension Service (USDA)
National Institute for Occupational Safety & Health
サンタバーバラ校の CNS-UCSB
が 選 ば れ た 12、13)。 ま た CSU-
ASU は 同 様 の 課 題 に 取 り 組 み
世界各国の社会科学者に呼びか
け、「ナノテクノロジーと社会国
際 ネ ッ ト ワ ー ク (International 
Nanotechnology and Society 
Network: INSN)」を 2005 年 1 月
に設立した 14)。このネットワー
クの幹事的役割を果たす機関は
CNS-ASU の ほ か に、 ラ ン カ ス
ター大学（英国）、DEMOS（英国）、
NanoNed（オランダ）がある。
３‐２
欧州
　EU の第 6 次フレームワークプ
ログラム (FP6) の環境・健康・安
全関連のプロジェクトがあり、そ
の中で Nanosafe が代表的な組織
的プロジェクトである 1)。その第
1 期では①ハザードの可能性に関
する既存の情報の収集、②労働
者、消費者および環境に及ぼすリ
スクの評価、③人体に及ぼすリス
クのメカニズムの検討、④危険を
できるだけ未然に防ぐための指針
の構築、⑤規制対策のためのガイ
ドラインの勧告、が行われた。さ
ら に そ の 第 2 期 Nanosafe Ⅱ で
は、ナノマテリアルのハザード情
報収集、労働者・消費者・環境の
リスク評価、ヒトの健康に対する
リスク評価のメカニズム、危険
を未然に防ぐための適正実施基
準（code of good practice）の 考
案、規則のためのガイドラインの
推奨を目的とする。またこの他に
第 6 次フレームワークプログラ
ムのプロジェクトとしては Nano-
pathology（診断法・機器の開発、
病理メカニズムの解明、病理学上
の重要性の検証）、Nanoderm（ナ
ノ材料の皮膚への影響に関する研
究）などがある。さらに 2007 年
に開始された第 7 次フレームワー
クプログラム (FP7) においても環
境・健康・安全関連分野の国際共
同研究が企画されている。
　一方、倫理・法・社会関連課題
に関しては、第 6 次フレームワー
クプログラムの組織的プロジェク
トとして実施された Nanologue
が 代 表 的 で あ る 15)。 こ れ は
Wuppertal Institute for Climate, 
Env i ronment  and  Energy
（ドイツ）、Empa (Swiss Federal 
Laborator ies  for  Mater ia ls 
Testing and Research、スイ
ス )、Forum for the Future（英
国 ）お よ び triple innova（ ド イ
ツ）が実施機関となり、2010 年
までに実用化が見込まれ、かつ
社会への影響が大きいナノテク
ノロジーとして、エネルギー変
換・貯蔵，医療診断，食品包装を
取り上げ、これらに対して、環境
参考文献 7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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への作用、健康、プライバシー、
アクセス、責任、規制、管理の
視点から、アセスメントを行っ
た。ここで「アクセス」では「ナノ
デバイド (nano-divide)」など、貧
富の差などが技術の恩恵に預か
ることへの妨げになるかが問題
とされている。本プロジェクト
の成果報告書として“The future 
of nanotechnology: We need to 
talk”が出されている。
３‐３
日本
　日本におけるナノテクノロジー
の社会的影響に関する公開の討論
は前述の（独）産業技術総合研究所
の討論会「ナノテクノロジーと社
会」によって開始された。特筆す
べきことの一つは、この活動を通
して（独）産業技術総合研究所、（独）
物質・材料研究機構、（独）国立環
境研究所、国立医薬品食品衛生研
究所と、初めて異なる省が管轄す
る独法および国立研究所の協力体
制が形成されたことである。
　この討論会の議論が発展する
形で、2005 年度に文部科学省科
学技術振興調整費「ナノテクノロ
ジーの社会受容促進に関する調査
研究」が実施された 16)。（独）産業
技術総合研究所が代表機関とな
り、上記 4 機関が 5 つのワーキ
ンググループを構成し、①ナノマ
テリアルのリスク評価手法、②ナ
ノマテリアルの健康影響、③ナノ
マテリアルの環境影響、④ナノテ
クノロジーの倫理・社会影響、⑤
ナノテクノロジーの社会受容性促
進のための技術評価、経済効果、
に関する調査研究を行った。こ
の調査研究の過程で公的研究機
関、ナノテクノロジー関連民間企
業、政府の役割が徐々に明確化さ
れ、最終的に提言としてまとめら
れた。提言の中では特にナノマテ
リアルの健康・環境影響評価が重
視され、公的研究機関、企業、政
府の責任ある取り組みとして、公
的研究機関がナノマテリアルの生
体影響、曝露量、ライフサイクル
に関する研究の主体となり、企業
はそれに協力する一方でベストプ
ラクティスを構築し、政府は府省
連携のもと、ロードマップ作成、
アウトリーチ活動、国際連携など
に関する枠組みを確立することが
求められた。また現行の第 3 期科
学技術基本計画の策定に際し、ナ
ノテクノロジー・材料分野の分野
別推進戦略の中に「安全・安心に
資する取組と責任ある研究開発推
進」の項が設けられたことも、上
記調査研究の成果の一つとして挙
げてよいと考えられる 17)。
　上記調査研究は、2006 年度に
は同じく科学技術振興調整費の
「ナノテクノロジー影響の多領域
専門家パネル」に受け継がれた 3)。
（独）物質・材料研究機構が代表機
関となり、2005 年度の調査研究
の中で、緊急度・重要度の観点か
ら次の 4 つのテーマが取り上げ
られ、各テーマに対して幹事機関
のメンバーを中心とするタスク
フォースが設けられた。①標準的
ナノ試験物質とキャラクタリゼー
ション技術の検討（幹事機関：（独）
物質・材料研究機構）、②ナノ物
質の生体等への影響の優先的試験
事項の検討（国立医薬品食品衛生
研究所）、③ナノ物質のライフサ
イクル管理のための動態把握事項
の検討（（独）国立環境研究所）、④
ナノテクノロジーの技術アセスメ
ントとコミュニケーションの検討
（名古屋大学）。各タスクフォース
の調査研究および約 40 名の多領
域専門家パネルの討論により、材
料科学、毒性学、人文・社会科学
などに関する具体的課題が抽出さ
れ、整理された。例えばナノマテ
リアルのリスク評価に関しては、
2-1 節に述べたような標準試験物
質、生体投与、体内動態解析、曝
露評価、ライフサイクル評価に関
する技術の確立が急務として位置
づけられた。
　調査研究のみならず、実験を
伴ったナノマテリアルリスク評価
研究も別途開始されており、その
成果が待たれる。2005 年度に経
済産業省が（独）産業技術総合研究
所に委託した「ナノ粒子の安全性
評価方法の標準化」、同年度に厚
生労働省が国立医薬品食品衛生研
究所に委託した「ナノマテリアル
のヒト健康影響の評価手法の開発
に関する研究」が開始された。さ
らに 2006 年度に開始された（独）
新エネルギー・産業技術総合開発
機構の「ナノ粒子特性評価手法の
研究開発」の予算は 5 年間で約 20
億円であり、この分野においては
世界最大級と言ってよい。これは
（独）産業技術総合研究所を中心と
する独法と大学の連携体制で行わ
れている。主な目標は 2011 年度
までにカーボンナノチューブ、フ
ラーレン、二酸化チタンのリスク
評価書を作成することである。
　また、第 3 期科学技術基本計画
の分野別推進戦略の中の「安全・
安心に資する取組と責任ある研究
開発推進」には、「各府省が個別に
施策を推進するのではなく、府省
が連携・協働して取り組むべきで
ある」と記述されている。この方
針に沿うべく、2007 年度には科
学技術連携施策群「ナノテクノロ
ジーの研究開発推進と社会受容に
関する基盤開発」が開始された。
さらにその効果的・効率的な推進
のために、ナノテクノロジーの研
究開発推進の共通基盤となるデー
タベース指標の構築に向けた調査
研究として、科学技術振興調整費
「社会受容に向けたナノ材料開発
支援知識基盤」が採択された 18)。
３‐４
国際協力
　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 社 会 受
容 に 関 す る 国 際 協 力 の 重 要 性
は、ナノテクノロジー研究開発
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ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み
進されている。
プロジェクト 1：安全性研究に関
するデータベース構築
プロジェクト 2：工業ナノマテリ
アルの研究戦略
プロジェクト 3：代表的ナノマテ
リアルの安全性試験
プロジェクト 4：工業ナノマテリ
アルとテストガイドライン
プロジェクト 5：自主プログラム
と規制制度に関する協力
プロジェクト 6：リスク評価に関
する協力
プロジェクト 7：ナノ毒性学に関
する代替試験
プロジェクト 8：曝露測定と低減
に関する協力
　またナノマテリアルの健康・環
境影響は国際標準の対象にもなっ
ている。2005 年 1 月には ISO に
ナノテクノロジー国際標準化に
関する委員会の設置が決議され、
ISO TC-22 が発足した。ここに
は、3 つのワーキンググループ、
推 進 を 国 家 政 策 課 題 と し て 掲
げる国すべてが認めている。初
めての国際対話は「責任あるナ
ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 研 究 開 発 に
関 す る 国 際 対 話 (International 
D i a l o g u e  o n  R e s p o n s i b l e 
Research and Development of 
Nanotechnology)」6) であり、世
界 25 カ国および EC の科学技術
政策関係者が集まった。第 2 回会
議は日本がホストとなり、2006
年 6 月、東京において開催された。
　この第 1 回会議において、ナノ
マテリアルのリスク評価管理に関
する国際合意形成の場を OECD
に持つことが米国から提案され
た。OECD の化学品委員会は化
学物質管理に関する審議の場とし
て 30 年来の歴史を有する。ナノ
マテリアルの健康・環境影響に
関しても、2006 年 7 月に工業ナ
ノマテリアル作業部会 (Working 
P a r t y  o n  M a n u f a c t u r e d 
Nanomaterials: WPMN) が設立さ
れ、次の 8 つのプロジェクトが推
WG1：用語・命名法、WG2：計測・
キャラクタリゼーション、WG3：
健康・環境安全性評価法、が設立
された。概してISOは個々の製品・
技術を規格化することに重きをお
いており、一方、OECD はそれ
らを組み合わせた評価システム全
体の構築に重きをおいていると言
える。
　なお ISO に対応する日米の動
きの概要は次のとおりである。米
国では、2004 年  月に米国材料
試験協会 (American Standard for
Testing Materials: ASTM) の中
に E56 ナノテクノロジー委員会
が設立され、その下部委員会の一
つが環境・労働安全衛生を対象と
する。日本においても、これらの
動きに対応し、2004 年 11 月に
日本規格協会の中にナノテクノロ
ジーの標準化に関する調査委員会
が設置され、その後、経済産業省
内の日本工業標準調査会ナノテク
ノロジー標準化国内審議委員会
（2005 年  月）に発展した。
4  日本で今後、至急に行うべきこと●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する日本の取り組みは、欧米と
比べて開始こそ 3 ～ 4 年遅れを
とったものの、現在では、ナノマ
テリアルリスク評価研究プロジェ
クトへの公的資金の投入額は年間
５億円を超えており、内容的にも
欧米の専門家から注目されてい
る。しかしその反面、2006 年度
の科学技術振興調整費プロジェ
クトの終了以来、産学官および
NGO の間のコミュニケーション
が核を失い、分散しつつあるよう
に思われる。コミュニケーション
に関しては、欧米との格差は以前
より拡大しているかもしれない。
このような状況を改善すべく、次
のような提案をしたい。
（1）ナノテクノロジーの社会受
容に関する諸活動を持続的
に支援する拠点を確立する
こと。
　このような拠点に求められる機
能は次のとおりである。
　①会議の企画・運営
　・研究開発、リスク評価の専門
家をはじめとする、多様なス
テークホルダーの召集
　・利益とリスクのバランスに配
慮した議事の進行
　・会議報告の作成および発信
　②情報プラットフォームの構築
および維持管理　
　・ポータルサイト機能の確立 
（主要サイトへのリンク、相
互情報発信、ウェブ会議など）
　・海外機関との連携
　・不適切な情報への対処（リス
ク不安への対応）
　③動向調査
　・主要機関のウォッチング
　・ナノマテリアルリスク評価研
究の多角的、定量的調査（デー
タ集積による俯瞰的解析）
　④新たな課題の抽出および実行
計画の作成
　・ナノマテリアルの環境影響に
関する課題への対応
　・図表２の第 2 世代以降のナノ
テクノロジーに対応する課題
への対応
　・倫理・法・社会関連の課題へ
の対応
　このような拠点の運営に必要な
人材はすでに国内に存在してお
り、資金的にも現在分散して費や
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されている公的資金および民間資
金を足し合わせれば拠点を形成し
うるレベルと考える。府省連携お
よび産学官連携のもと、このよう
な拠点を確立し、効率的に運用す
ることを期待する。
（2）多様な国際討論に包括的戦
略を持って臨むこと。
　前述のとおり国際合意形成は、
最終的には OECD、ISO などの国
際機関においてなされ、日本は現
在も責任ある位置を占めている。
国際合意形成には、その下地作り
とも言える国際討論の場がいくつ
かある。例えば「責任あるナノテ
クノロジー研究開発に関する国
際対話」はその先駆的役割を果た
し、政策担当者が最も多く集まっ
て国際協力の枠組みに関する議論
が 行 わ れ て き た。ICON、IRGC
などにも世界中からナノテクノロ
ジー、リスク評価管理、テクノロ
ジー・アセスメントの専門家が集
まってくる。これらは政治的には
非公式かもしれないが、実際には
OECD、ISO などのキーパーソン
が集まり、それらと同レベルの議
論が行われている。日本の産学官
の関係者もそれは承知している
が、米欧ほど積極的には関与して
いない。これに対して、台湾、韓
国、中国は実質的に政府主導で積
極的に関与し始めており、彼らは
これらの会議のホストになる意欲
も見せている。
　ナノテクノロジーの社会受容は
国際協力しやすい課題であるが、
それでも規制などが絡めば、競争
的側面も有するようになるだろ
う。研究開発同様に、国際ルール
作りにおいても、日本が主導的立
場を取れるよう、包括的国際戦略
を構築し、国際的ネットワークを
駆使して、国際討論に臨むべきと
考える。
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学生時代は航空学専攻だったが、鉄鋼メーカーに
入社し、耐熱・耐食材料の開発に従事した。セラ
ミックス、高合金から低合金鋼まで扱い、鉄道橋、
ゴミ焼却炉、原油タンカーにも潜り込んだ。今は
NIMS で国際連携業務の傍ら、ナノテク社会受容に
も首をつっこむ。
